






研修報告書 

焼津市議会議長 様 

議員氏名  秋山博子          

 

令和 3 年 5 月 16 日 下記のことについて、研修に参加したため、概要について報告い

たします。 

研修名 

全国自治体議員行財政自主研究会2021年度第1回研修会「新型コロナウイル

ス感染症への各自治体の取り組み、新型コロナウイルス感染症対策と地方議

会」（オンライン参加） 

研修の目的 

 

20 年度に展開された自治体のコロナ対策の取り組み、および 21 年度予算

の特徴など、研修に参加する各自治体議員からの報告を参考に学び、20 年

度決算審査と 21 年度の議員活動に備えたい（主催／全国自治体議員行財

政自主研究会 講師／地方自治総合研究所・菅原敏夫氏） 

 

所 感 

研修は、参加議員の事前アンケート発表とそれに対する講師の評価から始まった。アンケー

トの項目は（１）地方創生特別給付金の活用状況（２）特別減収対策債・対策企業債の発行

事例（３）自治体の独自策と財源（４）GIGA スクール構想の状況（５）ワクチン接種の進

捗状況（６）議会のコロナ対応（７）少人数学級の状況、である。アンケートへの回答を作

成する中で、上記（１）の地方創生特別給付金の活用状況を一覧にしてみたところ、改めて、

コロナ感染対策としての備品購入と経済対策でほぼ占められており、女性やエッセンシャル

ワーカーへの対応がほぼ見られないことが確認でき、「地方創生」そのものの意義を考えさ

せられた。研修後半、講師からは、●「GW 前後に明らかになった企業決算や株式市場をみ

るとコロナ禍の社会を反映し好調不調の二極化がいっそう顕著になったこと」●「21 年度

は増税・保険料の値上げ・公務員や議員の給与削減がすすむだろうという予測」●「医療介

護の現場の人材不足がいっそう深刻になっている」など指摘。きびしい状況が続きそうであ

る。また、自治体の技術職員の不足が公共事業発注の際の積算を業者に頼む事態や杜撰な随

意契約につながっているという課題も見逃せないものであった。 

今後の参考となる事項 

（１） 国の「地方創生」の本旨は、少子高齢社会に対応し、人口減少や地方の人口流出に 

歯止めをかけ、社会を維持してくことと理解しているが、そのためには働く場の確保と働く

環境の改善が必須のはずである。しかしコロナ禍でもっとも大きな打撃を受けたのがこの分

野であり、中長期の戦略が求められる。 

（２）技術職員の人材不足に対し、国は技術職員派遣の制度を用意したが活用する自治体は

少ない。制度の活用や中途採用の可能性を探ること、契約のチェックなど、ていねいにする

必要がある。 

＊上記に書ききれない場合は、適宜別紙を添付してください。 

＊参考資料等がある場合は、添付してください。 









研修報告書 

焼津市議会議長 様 

議員氏名  秋山博子          

 

令和 3 年 6 月 25 日 下記のことについて、研修に参加したため、概要について報告い

たします。 

研修名 PARC 自由学校 地域主義とコモンズ〜農と食が紡ぐ希望（オンライン参加） 

研修の目的 

 

農水省が「みどりの食料システム戦略」を策定したことを受けて、市の農

政はどう取り組むべきか、全 9 回の連続講座に学んで提言につなげたい（主

催／PARC 自由学校 講師／明治学院大学元教員・勝俣誠氏ほか） 

 

所 感 

日本の食料自給率の低さは以前から指摘されてきたが、食の安全保障という観点から大いに

危機感を覚えるものの、地方の農業・農業者は、耕作放棄地・後継者・所得補償・ゲノム編

集作物・TPP など、国の農業政策に左右され、翻弄されてきたともいえる。そういう状況

の中で、地方自治体は何ができるのか。建設経済常任委員会委員として農業が抱える問題は

まちづくりとも大いに関係があると認識はしていたが、今回のシリーズ講座は「地域主権・

自治・有機農業」を柱に各地の研究者・実践者を講師にしており、大変充実した学びになっ

た。開催日は（１）6/25（２）6/29（３）7/6（４）7/27（５）9/7（６）9/21（７）10/5（８）

10/19（９）11/30 の全９回。特に（５）学校給食の有機化で先進的な千葉県いすみ市や愛

知県今治市、（６）韓国ソウル市のフードプランは、地方の可能性を提示され、具体的でワ

クワクする講義であった。また、関連して木更津市の有機給食の取り組みを知る機会にもな

った。市内でもオーガニック給食への関心が高まっており、NPO が勉強会を開いたり、有

機農業の実践者からは焼津市にオーガニックパークを作りたいという夢も聞いている。講座

での学びを生かし、今後も調査を続けるとともに、いすみ市・今治市・木更津市・ソウル市

など、ぜひ現地を視察してみたい。 

今後の参考となる事項 

（１）「みどりの食料システム戦略」を地方の農政が十分に活用する提言したい。特に耕地

面積に占める有機農業の取組面積を 2050 年までに 25%にするという具体的な目標を実現す

るためには、現状を把握し、目標につなげる政策プログラムを作っていくことが求められる。 

（２）命を支える農業への所得保障の問題は依然としてある。持続可能な社会の基盤として、

育てる社会への意識変革、少なくとも米・麦・大豆の生産を守ることを最重要と考え、 

農業者の所得保障への理解を求める運動が必要である。 

（３）有機農業実践者は「有機農業への誤解」を指摘している。実践者を増やすために、取

り組んでみたらこうだった、という実例を積極的に紹介することが求められる。 

＊上記に書ききれない場合は、適宜別紙を添付してください。 

＊参考資料等がある場合は、添付してください。 







研修報告書 

焼津市議会議長 様 

議員氏名  秋山博子          

 

令和 3 年 7 月 30 日 下記のことについて、研修に参加したため、概要について報告い

たします。 

研修名 自治体議会特別セミナー磐田「議員の資質向上と議会運営の基本」 

研修の目的 

 

新人議員対象と銘打ったセミナーであるが、議会改革が当市含め全国の自

治体で進められている中、改めて「二元代表制に惹かれて」著者のセミナ

ーを受講し、議会を構成するメンバーの一人として今求められる議員の資

質とは何かを学びたい（主催／自治体議会研究所 講師／高沖秀宣氏） 

 

所 感 

「二元代表制を徹底的に追求し、実現すれば、議会はその役割を大いに発揮できるはずだ」

という講師の言葉が本セミナーの核心を表現している。これまで議会で登壇し一般質問や討

論した後、職員が声をかけてくれた中で、忘れられないエピソードがある。一つは「男女共

同参画って言葉を議場で初めて聞いた」、もう一つは「二元代表制って議員が議場で言った

の初めてじゃないかな」。そう言われてかえって私の方が驚いたものだった。議員は、憲法

93 条 2 項に基づく二元代表性という地方議会の仕組み、その意味や意にいつ出合うのだろ

う。セミナーは（１）議会の役割・機能（２）議会運営の基本／二元代表制・議会改革・通

年性議会、それぞれ講義していただいた。また、レジメで今焼津市議会でも取り上げている

議員の定数問題に触れていたことから、セミナー参加議員から講師の考えを問う質問が上が

った。そのほか●議会力と議員力は異なる、議員のではなく「議会の政策形成力」を磨くこ

とが大事●議事機関として「審議する熟議する」方向のレベルをあげていくことが議会改革

●三重県で議会改革が進んだとき「数の論理より、理の論理」が生きる議会になった、等、

三重県議会事務局として議会改革に取り組んできた講師ならではの、中身の濃いセミナーだ

った。 

今後の参考となる事項 

（１） 政務活動費の調査研究に関し、現地にいけない場合は調査を依頼することができる 

という講師の提案について、これまで考えたことはなかったが必要な場合は検討したい。 

（２） 政務活動費が余るということは、議員が本来やるべき政務活動をやっていないとい 

うこと、を議員は認識すべきという指摘について、これは多くの議員がそのようには認識し

ていないことなので重要な指摘だと受け止めたい。 

（３）コロナ禍がオンライン議会の議論を後押ししているが、万一の災害時を想定しても同

様であり、訓練を兼ねて少なくとも月に一回はオンライン会議など練習する必要がある。 

＊上記に書ききれない場合は、適宜別紙を添付してください。 

＊参考資料等がある場合は、添付してください。 









研修報告書 

焼津市議会議長 様 

議員氏名  秋山博子          

 

令和 3 年 ８ 月 ９ 日 〜  8 月 20 日、下記のことについて、研修に参加したため、概

要について報告いたします。 

研修名 
第 12 回生活保護問題議員研修会「地方から生活保護行政を変えていく」（オン

ライン参加） 

研修の目的 

 

コロナ禍で生活保護行政の果たす役割がますます重要になっており、必要

な人に適切な保護が行われるために、現状の課題と対策を学ぶ（主催／生

活保護問題対策全国会議・公的扶助研究会） 

 

所 感 

8/9、8/10、8/19、8/20、の４日間のプログラムで、全国の研究者・支援者・生活保護利用

当事者などから報告と問題提起があった。特に、窓口対応の自治体格差が広がっていること、

また、生活保護を利用することへの忌避感が強いという課題と、その対策は重要だと感じた。

厚労省では「生活保護の利用は国民の権利です」と HP に明確に記載し、ためらわず利用し

てほしいことを訴えていた。また、札幌市や滋賀県野洲市では同様のコピーを大きく表現し

たポスターを貼り出した。これは単なる行政からのお知らせではなく、生活保護を利用する

ことは恥ずかしいという社会の空気を変えようという一つのキャンペーンである。窓口対応

の問題は、根拠のないバッシングや自己責任という言葉を当たり前のように使う社会が生ん

だものとも言える。2014 年 12 月、韓国では、漏給層を「死角地帯」と名付けて、死角地

帯を解消しようと、受給すべき人たちを発掘する取り組みを始めた。また、ドイツやスウェ

ーデンでは電話や戸別訪問で申請を勧めたり、イギリスでは必要な人が簡単に申請できるよ

う郵便局に申請用のハガキを置いているという。翻って日本はどうか。焼津市はどうか。命

と人権の重要なセーフティネットであることが忘れられていないだろうか。これまでも議会

で「生活保護のしおり」「HP の記載」「人員体制」「専門性」など取り上げてきたが、忌避

感という社会の空気にどう対策していけばいいのか、大いに考えさえられた。 

今後の参考となる事項 

（１）生活保護の利用は国民の権利、という明確なメッセージを市民に提示する必要がある。 

（２）英国などのように、申請用の書類を誰もが簡単に手にすることができる工夫が必要で

ある。 

（３）扶養照会が申請を阻む大きな障害になっていることを受け、厚労省は扶養照会が必須

ではないとしたが、現場の意識や運用の実態はどうか。 

（４）社会福祉協議会や支援団体との連携は当然だが、安易な「丸投げ」「生活保護を回避

するための生活困窮支援」「困窮を深める貸付」につながっていないか注意すべき。 

＊上記に書ききれない場合は、適宜別紙を添付してください。 

＊参考資料等がある場合は、添付してください。 







研修報告書 

焼津市議会議長 様 

議員氏名  秋山博子          

 

令和 3 年 ８ 月 10 日、下記のことについて、研修に参加したため、概要について報告い

たします。 

研修名 
第 17 回全国地方議員交流研修会「歴史的転換期の世界、問われる国と地方

の生き方〜地方自治体議員の課題は何か？」（オンライン参加） 

研修の目的 

 

全国の自治体がコロナ禍の課題にどう向き合い取り組んでいるかを学び

議員活動に生かしたい（主催／全国地方議員交流研修会実行委員会） 

 

所 感 

３部構成のプログラムで開催。パート１「コロナ禍が暴く地域の諸課題、地方政治の役割」

では、医療（甲府市）、困窮支援（足立区）、介護（荒川区）、感染状況（沖縄県）、経済（山

形県）の現場で起きていることの報告と問題提起がされた。パート２「米中激突の東アジア、

問われる日本の進路」では、米中新冷戦・台湾有事への懸念、パート３「大阪府の医療崩壊

と維新政治」では大阪府議・大阪市議などから、第４波では感染者の１割ほどしか入院でき

ず命の選別が行われていた実態報告があり、それぞれ意見交換や学識経験者からの提言を受

けた。また、沖縄県うるま市議からは PFOS 汚染や実弾演習、女性への暴行事件など現地

で起きていることの情報提供があり、沖縄だけの問題ではないと感じる。沖縄のニュースは

なかなか入りにくいのが現状であるが、積極的にアンテナを高くしていきたい。講師の一人、

金井利之氏（東京大学法学部教授）は 4 月に行われた参議院行政監視委員会に「国と地方

の役割分担に関する」件で出席し、国による中央集権化に警鐘を鳴らしているが、本研修会

でも、国は地方の課題を適切に認識・把握できておらず、自治体が地道にニーズを掘り起こ

し、国に「課題」を認識させることが重要であると指摘した。地方から国を変えていく仕組

みを作れないだろうか。意見書は地方の声を届ける手段の一つとはいえ、それだけではチカ

ラ不足。全国の議会との連帯や市民運動との連携があり、マスコミが動き、変えるチカラを

発揮できる。研修会に参加した吹田市の大学生は「TV からの情報しか知らなかった。維新

は何を目指しているんだろう」とコメント。やはり、それが現実なのである。オンラインで

はあったが、党派にとらわれず情熱を持って活動している多くの自治体議員と交流でき視野

を広げる貴重な機会となった。 

今後の参考となる事項 

（１） 市立病院が納めている消費税の確認（甲府市では 408 床規模で毎年約３億円） 

（２） 「地域医療構想」の確認 

（３） コロナワクチン副反応の調査 

（４） 意見書のパワーアップ 

＊上記に書ききれない場合は、適宜別紙を添付してください。 

＊参考資料等がある場合は、添付してください。 







研修報告書 

焼津市議会議長 様 

議員氏名  秋山博子          

 

令和 3 年 10 月 16 日、下記のことについて、研修に参加したため、概要について報告い

たします。 

研修名 
市川房枝政治参画フォーラム「コロナ禍 命とくらしを守るために」（メディア参

加） 

研修の目的 

 

国も自治体もコロナ対策に奔走する中、対策の評価や対策の今後について

有識者から学び今後の議員活動に生かしたい（主催／市川房枝記念会女性

と政治センター、講師／東京大学法学部教授・金井利之氏、国立病院機構

仙台医療センター臨床研究部ウイルスセンター長・西田秀一氏、東京新聞

論説委員／佐藤直子氏） 

 

所 感 

（１）基調講演「コロナ３年度の国と自治体」（金井氏）は、コロナ禍ではなく「コロナ対

策禍」という観点で見るとどうだろうという問いかけである。感染症の歴史をみると、薬害

と隔離政策という二つの対策禍があった。論争はあったものの失敗があるということを認め

させる、少なくとも対策禍論争が起きるということは、政治過程としては非常に大事。あっ

たのに無かったと処理するのは最悪なのだという。（２）コロナ感染症についての著作もあ

る西田秀一氏から、コロナ対策の名の下に自治体のサービスが低下すること、人間関係や精

神的なダメージが広がっていることなどの指摘があった。世界的には女性と若者にうつ病が

増えているという報告や、コロナ後遺症（ロングコビット）として腎機能の低下が報告され

人工透析患者が増える予測もあるという。専門家にとっても山のような情報を前にしてパン

デミックならぬインフォミックと言うこともあるほど玉石混交。例えばプラスチックの上で

ウイルスが７２時間生きているという説はいまだに信じられているが、72 時間は最後のウ

イルス一個がなくなるまでの時間。もともと 1 万個いたのかも分からず証明できる人もい

ない。こうしたミスリーディングが山のようにあるという。古い知識にしがみつくのではな

く、物事を論理的に考えていくことが大事なのだと指摘。正しく恐れる、そのことの難しさ

を痛感せざるを得ない。（３）社会部記者としてジェンダーや女性差別の問題に取り組んで

きた佐藤直子氏は、コロナ禍の貧困と格差に対し必要な「公助」とは何かというテーマで講

演。今、誰を支えるべきか、再分配は「人権」「フェア」「利権排除」重視でと訴えた。 

今後の参考となる事項 

（１） コロナ対策の検証として、対策したことのメリット＆デメリット 

（２） 現行のコロナ対策は理にかなったことなのかという見直し 

（３） 公助の不足がコロナ災害を過酷にしたことを受け止め、再分配政策を組み立てる 

＊上記に書ききれない場合は、適宜別紙を添付してください。 

＊参考資料等がある場合は、添付してください。 


